
                           

 

【事業の目的】 
 吉見町まち・ひと・しごと創生総合戦略においては、「結婚・出産・子育て

の希望をかなえる」を基本的な目標とし、施策として「生み育て学びやすい環

境の充実」として「若い世代の結婚・出産の支援」を掲げており、戦略に基づ

き、若い世代の結婚を支援することを目的として実施しています。  

 

【事業の内容】 
 新婚世帯に対し、結婚に伴う新生活のスタートアップに係る費用（住居費  

（購入・賃借）及び引越費用、家具・電化製品の生活備品代）を支援すること

で、結婚に伴う経済的負担を軽減し、結婚に対するきっかけづくりとなります。  

 

【事業年度】 
 平成３０年度～平成３２年度  

 

【予算額（千円）】 
 １，０００千円（平成３０年度）  

 

【財源】 
 一般財源（町）  

 

【事業実施に至った背景・経緯】 
 当町では、以前から結婚相談事業を実施しており、イベントへの参加者も多

くカップルになる方もいます。そういった方への結婚への後押しとしての事業

を検討していたところ、国の結婚新生活支援事業が開始されました。  

国庫補助を活用し、当町でも事業を展開していくこととなりましたが、国庫

補助事業では、所得制限もあり、また年齢も夫婦双方３４歳以下という制限が

あったことから、所得制限を撤廃し、年齢要件も緩和した町単独事業も合わせ

て開始しました。  

吉見町新婚世帯移住定住促進奨励金事業 

－Ｎｏ .４９  吉見町－ 

分野区分  Ａ  



 

【事業のＰＲポイント】 
 吉見町新婚世帯移住定住促進奨励金  

  補 助 額：上限１０万円（８万５千円を超える部分は地域通貨で交付）  

  補助対象経費：住居費（購入・賃借）及び引越費用、家具・電化製品代  

  補助対象世帯：平成３０年４月１日以降に婚姻した夫婦で、夫婦双方又は   

いずれか一方が４０歳未満  

 

【事業実績・成果・今後の展開】 
事業は、平成３０年４月から開始したことから、６月時点で１件の実績とな

っています。  

事業期間は平成３０年度から平成３２年度までの３年間です。３年間の実

績・効果等を検証し、その後の展開を検討していきます。  

 

【参考資料】 

  平成３０年度結婚新生活支援事業補助金・新婚世帯移住定住促進奨励金のご

案内  

 

〔  連絡先  〕  

  政策財政課  政策調整係  ０４９３（５４）５０２６（内線２２６）  

 






